〔要　求〕
	８．公務職場での男女平等参画の実現について
（１）「女性職員の採用・登用の拡大のための計画」を策定し、実行、改善をはかること。

（２）女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画の策定にあたっては、労使が参加する対策委員会を設置するなど、労働組合の意見を十分に反映し、実効ある計画とするとともに計画の進行管理を行うこと。


〔解　説〕
（１）2015年８月に成立した「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女性活躍推進法」）は、男女共同参画社会基本法の基本理念に則り、自らの意志によって職業生活を営み、又は営もうとする女性が個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍することについて、国、地方公共団体、国民が担う責務を明らかにし、2016年４月より10年間をかけて集中的かつ計画的に取り組むためにつくられたものです。

（２）この法律において、企業は、自社の女性の活躍に関する「一般事業主行動計画」、地方公共団体は「特定事業主行動計画」を2016年４月１日までに策定することとなっています。従業員が301人以上の企業は、この行動計画を策定し、その旨を都道府県労働局に届け出ることが義務とされています（300人以下の企業は努力義務）。また、特定事業主（地方公共団体）は状況把握・課題分析を行い、特定事業主行動計画を策定・周知・公表し、その取り組みの実施状況等の公表も義務づけられています。

（３）また、地方公共団体（都道府県および市町村）は、国の基本方針を勘案し、当該地域における女性の活躍を推進するための「都道府県推進計画」又は「市町村推進計画」（以下「推進計画」という）を策定する努力義務が課されています。

（４）行動計画の策定は事業主の責務ですが、行動計画の内容がより実効性のあるものとするため、職場の状況把握・課題分析の段階から労働組合として積極的に関与し、労使委員会の設置や労使協議など、行動計画策定に関与できる体制をつくり、女性を必ず１人以上参画させることが重要です。

（５）行動計画の策定にあたっては、職場における女性の活躍に関する状況を項目ごとに把握、課題分析することが求められています。このうち「基礎項目」（一般事業主は４項目、特定事業主は７項目）については、必ず把握、課題分析することが義務づけられています。

　　「選択項目」（一般事業主は21項目、特定事業主は18項目）は職場の実情に応じて把握する項目です。女性活躍に関する課題は組織によって異なるため、職場の課題を浮き彫りにし、改善していく観点からも、「基礎項目」だけでなく、積極的に「選択項目」に関する状況把握、課題分析することを事業主に求め、特に「選択項目」にある「男女の賃金の差異」については、男女間格差の総合指標であることから、必ず把握するように事業主に働きかけることが必要です。

（６）また、正規・非正規等の管理区分ごとに把握する項目もあります。職場の非正規雇用で働く労働者の状況を把握、課題分析することは非常に重要です。「選択項目」を管理区分ごとに把握することと、派遣労働者について把握することは任意ですが、非正規労働者を含めたすべての労働者を対象とし、把握・課題分析するよう事業主に求めることが必要です。
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